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消費税制における複数税率の採用の利点 (<特集>現
代の公共政策)
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（１７） 水野忠恒「消費税の税率の法理論」『税率の法理論 日税研論集 VOL４９』
（日本税務研究センター，平成１４年）。
（１８） 井堀利宏「複数税率の功罪―経済学の視点から」JTRI税研２００７年１月（２００７
年）。
（１９） 井堀利宏「財政再建と消費税」租税研究第６６７号（２００５年）。上村敏之氏も所
得の再分配効果の面から否定的な意見を述べている。
（２０） 村澤知宏・湯田道生・岩本康志「消費税の軽減税率適用による効率と公平の
トレードオフ」経済分析第１７６号（２００５年）。
（２１） 村澤知宏・湯田道生・岩本康志「前掲論文（注２０）」。
（２２） 税制調査会「前掲答申（注１６）」。
（２３） 知念裕『付加価値税の理論と実際』（税務経理協会，平成７年）１２０頁。
（２４） 橋本徹編『欧米諸国の間接税―EC型付加価値税と売上税』（税務協会連合
会，昭和６３年）２０頁。
（２５） 鎌倉治子『諸外国の付加価値税（２００８年版）』（国立国会図書館調査及び立法
考査局，２００８年）２５頁。
（２６） 宇野紘一「諸外国の付加価値税 イギリス・フランスの付加価値税」リース
１７巻３号（昭和６３年），１１頁。
（２７） 鎌倉治子『前掲書（注２５）』１７頁。
（２８） 邦貨換算レートは１ポンド＝２１０円で計算してある。
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（２９） 鎌倉治子『前掲書（注２５）』１８頁，表１３より。
（３０） 橋本徹編『前掲書（注２４）』１０６頁。
（３１） 鎌倉治子『前掲書（注２５）』２９頁。
（３２） 鎌倉治子『前掲書（注２５）』３０頁，表２４より。
（３３） 税制調査会「税制調査会海外調査報告（デンマーク，ノルウェー，スウェー
デン）」７頁。
（３４） 知念裕『前掲書（注２３）』１２７頁。
（３５） 知念裕『前掲書（注２３）』６３頁。
（３６） 石弘光『消費税の政治経済学―税制と政治のはざまで』（日本経済新聞
社，２００９年）２６０頁。
（３７） 多田雄司，「前掲論文（注９）」２０頁。
（３８） 高橋利雄『わが国の税制改革の経緯と租税論の展開』（税務経理協会，平成
１６年）２０５頁。
（３９） 税制調査会，「少子・高齢化社会における税制のあり方」（平成１５年６月）。
（４０） 税制調査会「平成１５年度における税制改正についての答申―あるべき税制の
構築に向けて―」（平成１４年１１月）。
（４１） 小室直樹『消費税の呪い 日本のデモクラシーが危ない』（光文社，１９８９年）
３頁。
（４２） 水野忠恒「前掲論文（注１７）」。
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